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広
州
医
科
大
学

・
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
１
塩
基
編

集
技
術
（
BE
3)
の
確
認

【
HE
K2
93
 s
ite
 4
】
任
意
の

ゲ
ノ
ム
配
列
,【
RN
F2
】
E3
 ﾕ

ﾋﾞ
ｷﾁ
ﾝﾘ
ｶﾞ
ｰｾ
ﾞ
RI
NG
2

3P
N胚

25
個

３
前
核
胚
に
１
塩
基
編
集
技
術
（
BE
3）
を
用
い
て
編
集
効
率
を
確
認
（
HE
K2
93
 s
ite
 

4:
 7
/8
, R
NF
8:
7/
8,
 H
EK
29
3 
si
te
 4
＆
RN
F8
:9
/9
個
で
改
変
成
功
）
。

20
17
.1
0

Pr
ot
ei
n 
ce
ll 

中
国
⑤

上
海
交
通
大
学

・
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
１
塩
基
編

集
技
術
（
BE
3等
)の
確
認

【
HB
B】
,【
FA
NC
F】
, 

【
D
NM
T3
B】

3P
N胚

49
個

３
前
核
胚
に
１
塩
基
編
集
技
術
（
BE
3等
）
を
用
い
て
編
集
効
率
を
確
認
（
効
率

HB
B/
BE
3:
8/
19
, F
AN
CF
/s
aK
KH
-B
E3
:1
7/
17
, D
NM
T3
B/
sa
KK
H-
BE
3:
6/
9）
。

20
17
.1
0

Pr
ot
ei
n 
Ce
ll

中
国
⑥

中
山
大
学

・
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
１
塩
基
編

集
技
術
（
BE
3)
の
確
認

・
遺
伝
性
難
病
予
防

【
HB
B】

人
ｸﾛ
ｰﾝ
胚

35
個

βサ
ラ
セ
ミ
ア
患
者
の
人
ク
ロ
ー
ン
胚
を
作
成
し
、
１
塩
基
を
置
き
換
え
る
ゲ
ノ
ム
編
集

（
塩
基
編
集
）
技
術
（
BE
3）
を
用
い
て
原
因
遺
伝
子
（
HB
B)
の
変
異
の
修
復
を
試
み
、

23
%
以
上
の
修
復
を
確
認
し
た
。

20
17
.1
1

Pr
ot
ei
n 
ce
ll 

中
国
⑦

上
海
科
技
大
学

・
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
１
塩
基
編

集
技
術
（
BE
3等
)の
確
認

・
遺
伝
性
難
病
予
防

【
FB
N1
】
マ
ル
フ
ァ
ン
症
候

群
原
因
遺
伝
子

新
規
作
成
胚

46
個

マ
ル
フ
ァ
ン
症
候
群
患
者
由
来
精
子
と
IC
を
受
け
て
入
手
し
た
未
成
熟
卵
を
in
 v
itr
oで
成

熟
さ
せ
た
も
の
を
顕
微
授
精
さ
せ
、
染
色
体
の
一
方
の
FB
N1
遺
伝
子
が
変
異
し
た
胚
を
作

成
。
1塩
基
編
集
技
術
（
BE
3等
）
に
よ
り
原
因
遺
伝
子
（
FB
N1
）
を
修
復

（
BE
3:
16
/1
8,
 Y
E1
-B
E3
 7
/1
0,
 Y
EE
-B
E3
 5
/1
1,
 C
on
tr
ol
4/
7個
の
改
変
効
率
)。

20
18
.8

M
or
Th
er

中
国
⑧

中
国
科
学
院
神

経
科
学
研
究
所

・
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
Ti
ld
-

CR
IS
PR
法
の
確
認

【
O
CT
4】
受
精
胚
や
胚
性
幹

細
胞
で
特
異
的
に
発
現
し
て
い

る
遺
伝
子
,【
GA
TA
6】

3P
N胚

ヒ
ト
胚
へ
の
効
率
、
精
密
な
遺
伝
子
編
集
法
Ti
ld
-C
RI
SP
R（
ta
rg
et
ed
 in
te
gr
at
io
n

w
ith
 li
ne
ar
iz
ed
 d
sD
NA
-C
RI
SP
R）
を
開
発
（
21
/1
01
割
球
, 1
0/
14
胚
（
従
来
法
は

各
1/
60
, 1
/9
）
の
改
変
効
率
。
3P
N胚
の
OC
T4
/G
AT
A6
同
時
編
集
は
4/
13
7割
球
）
。

20
18
.5

De
v 
Ce
ll

中
国
⑨

オ
レ
ゴ
ン
健
康

科
学
大
学

・
下
記
米
・
中
・
韓
の
論
文
の

検
証

【
M
YB
PC
3】
肥
大
型
心
筋
症

原
因
遺
伝
子
。
ミ
オ
シ
ン
結
合

蛋
白
C＝
筋
原
線
維
成
分
。

3P
N胚

3P
N胚
を
用
い
て
、
下
記
論
文
の
検
証
を
行
っ
た
。
CR
IS
PR
/C
as
9に
よ
る
二
本
鎖
DN
A

切
断
は
、
内
在
DN
Aよ
り
も
外
来
ss
O
DN
を
利
用
し
た
相
同
組
換
え
に
よ
り
効
率
的
に
修

復
さ
れ
、
下
記
論
文
と
異
な
る
結
果
に
。

20
18
.４
M
ol

Re
pr
od
De
v

米
オ
レ
ゴ
ン
健

康
科
学
大
、
中

BG
I社
、
韓
基

礎
科
学
研
究
院

・
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
ゲ
ノ
ム
編

集
効
率
の
確
認

・
遺
伝
性
難
病
予
防

【
M
YB
PC
3】

新
規
作
成
胚

14
5個

肥
大
型
心
筋
症
患
者
の
精
子
と
正
常
な
卵
子
か
ら
新
た
に
受
精
胚
を
作
成
。
受
精
胚
を
作
成

す
る
際
、
同
時
に
ゲ
ノ
ム
編
集
す
る
こ
と
で
、
修
復
効
率
が
向
上
。
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
に
比
べ

25
%
（
47
％
か
ら
72
％
に
）
変
異
が
改
善

20
17
.8

Na
tu
re

イ
ギ
リ
ス

フ
ラ
ン
シ
ス
ク

リ
ッ
ク
研
究
所

不
妊
の
理
解
に
資
す
る
発
生
学

研
究
(生
殖
補
助
医
療
研
究
）

【
O
CT
4】

前
核
期
胚

37
個

受
精
胚
や
胚
性
幹
細
胞
で
特
異
的
に
発
現
し
て
い
る
遺
伝
子
（
O
CT
4)
を
欠
損
さ
せ
て
、

受
精
胚
の
発
生
に
お
け
る
役
割
を
調
べ
た
。
O
CT
4が
欠
損
し
た
ヒ
ト
受
精
胚
は
胚
盤
胞
ま

で
発
生
で
き
な
か
っ
た
。

20
17
.9

Na
tu
re

（
20
16
.２

HF
EA
許
可
）

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

カ
ロ
リ
ン
ス
カ
研

究
所

不
妊
の
理
解
に
資
す
る
発
生
学

研
究
(生
殖
補
助
医
療
研
究
）

（
不
明
）

2日
齢
胚

胚
の
発
生
に
関
す
る
遺
伝
子
を
欠
損
さ
せ
て
、
発
生
へ
の
影
響
を
確
認
す
る

20
16
.９
米
公

共
ﾗｼ
ﾞｵ
局
報
道

・
論
文
未
発
表

ヒ
ト
受
精
卵
ゲ
ノ
ム
編
集
の
基
礎
研
究
の
動
向
（
20
19
年
1月
時
点
）

平
成
30
年
5月
30
日
第
１
回
ヒ
ト
受
精
胚
へ
の
ゲ
ノ
ム
編
集
技
術
等
を
用
い
る
研
究
に
関
す
る
合
同
会
議
（
文
科
・
厚
労
省
）
阿
久
津
委
員
提
出
資
料
を
元
に
文
部
科
学
省
作
成

１
-(
4)



2. ゲノム編集技術をめぐる規制について

２－（１） 各国の規制  【２－（１）】 

２－（２） 国内における関係指針の概要  【２－（２）】 
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※
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※
１

※
１

※
１

※
１

※
１

※
１

※
１

生
殖
系
列
の
遺
伝
的
改
変
を
伴
う
基
礎
的
研
究
に
係
る
諸
外
国
の
規
制
等

2-
(1
)



生
殖
細
胞
系
列
に
遺
伝
的
改
変
技
術
を
用
い
る
臨
床
応
用
に
係
る
各
国
の
規
制
等



置
換 or 移
植

対 象
自
家 or 他
家

操
作

医
療
で
の
実
施
状
況

基
礎
研
究
に
係
る

規
制

G
ui

de
lin

es
 o

n 
H

um
an

 A
ss

is
te

d 
R

ep
ro

du
ct

iv
e 

Te
ch

no
lo

gi
es

)

ミ
ト
コ
ン
ド
リ
ア
移
植
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
（
受
精
胚
を
作
成
又
は
余
剰
胚
を
利
用
す
る
場
合
）
平
成
30
年
12
月
時
点



海
外
の
規
制
等
（
既
存
報
告
書
等
よ
り
）



海
外
の
規
制
等
（
既
存
報
告
書
等
よ
り
）



○ 各種倫理指針等について　（改訂）

：　臨床研究（人に適用する研究）、臨床利用の研究に言及している法律・指針

人の体内
に投与や
移植する
臨床研究
対象

（ex vivo
遺伝子治
療臨床研
究を含む）

［基礎的研
究は対象
外］

備考

ヒト試料を
使う基礎
的研究対
象

［胚作成す
る場合、作
成目的が
一致しない
研究は適
用外］

備考欄

遺伝子治療
等臨床研究
に関する指
針

【厚生労働大
臣告示】

再生医療等
の安全性の
確保等に関
する法律

（再生医療
新法）

ヒト受精胚
の作成を行
う生殖補助
医療研究に
関する倫理
指針

【文部科学大
臣・厚生労働
省大臣告示】

人を対象と
する医学系
研究に関す
る倫理指針

【文部科学大
臣・厚生労働
大臣告示】

ヒトゲノム・
遺伝子解析
研究に関す
る倫理指針

【文部科学大
臣・厚生労働
大臣・経済産
業大臣告示】

○目的
　 生殖補助医療の向上に資する研究の重要性を踏まえつつ、生殖補助医療の向上に資する研究のうち、ヒト受精胚の作成を行うものについて、
ヒト受精胚の尊重その他の倫理的観点から、当該研究に携わる者が遵守すべき事項を定めることにより、その適正な実施を図ることを目的とする。

○適用範囲
   受精、胚の発生及び発育並びに着床に関する研究、配偶子及びヒト受精胚の保存技術の向上に関する研究、その他の生殖補助医療の向上に資
する研究のうち、ヒト受精胚の作成を行うものを対象とする。

○胎内への移植等の禁止
   作成されたヒト受精胚は、人又は動物の胎内に移植してはならない。
   研究は、ヒト受精胚を人又は動物の胎内に移植することのできる設備を有する室内において行ってはならない。

○研究実施の手続き（概要）
   研究者の所属研究機関の倫理審査委員会で、研究計画の科学的妥当性及び倫理的妥当性ほかを審査したうえで、関係省による当該指針に対
する適合性の確認を受けるとされている。

○人を対象とする医学系研究
　 人（試料・情報を含む。）を対象として、傷病の成因（健康に関する様々な事象の頻度及び分布並びにそれらに影響を与える要因を含む。）及び
病態の理解並びに傷病の予防方法並びに医療における診断方法及び治療方法の改善又は有効性の検証を通じて、国民の健康の保持増進又は患
者の傷病からの回復若しくは生活の質の向上に資する知識を得ることを目的として実施される活動をいう。

○人体から取得された試料
　 血液、体液、組織、細胞、排泄物及びこれらから抽出したＤＮＡ等、人の体の一部であって研究に用いられるもの（死者に係るものを含む。）をいう。

○適用される研究
　 この指針は、我が国の研究機関により実施され、又は日本国内において実施される人を対象とする医学系研究を対象とする。ただし、他の指針の
適用範囲に含まれる研究にあっては、当該指針に規定されていない事項についてはこの指針の規定により行うものとする。また、次に掲げるいずれ
かに該当する研究は、この指針の対象としない。
　　ア 法令の規定により実施される研究
　　イ 法令の定める基準の適用範囲に含まれる研究
　　ウ 試料・情報のうち、次に掲げるもののみを用いる研究
　　　  ① 既に学術的な価値が定まり、研究用として広く利用され、かつ、一般に入手可能な試料・情報
　　　  ② 既に連結不可能匿名化されている情報

○研究実施の手続き（概要）
　 研究者の所属研究機関の倫理審査委員会での実施の適否の判断のみとなる。
　 （ゲノム編集を直接的に禁止する規程は倫理指針には置かれていない。）

○試料・情報
   ヒトゲノム・遺伝子解析研究に用いようとする血液、組織、細胞、体液、排泄物及びこれらから抽出した人のＤＮＡ等の人の体の一部並びに提供者
の診療情報、遺伝情報その他の研究に用いられる情報（死者に係るものを含む。）をいう。

○ヒトゲノム・遺伝子解析研究
   提供者の個体を形成する細胞に共通して存在し、その子孫に受け継がれ得るヒトゲノム及び遺伝子の構造又は機能を、試料・情報を用いて明
らかにしようとする研究をいう。本研究に用いる試料・情報の提供又は収集・分譲が行われる場合も含まれる。

○研究実施の手続き（概要）
   研究者の所属研究機関の倫理審査委員会での実施の適否の判断のみとなる。
   （ゲノム編集を直接的に禁止する規程は倫理指針には置かれていない。）

○遺伝子治療とは
   疾病の治療を目的として遺伝子又は遺伝子を導入した細胞を人の体内に投与すること

○適用される研究
   我が国の研究機関により実施され、又は日本国内において実施される遺伝子治療等臨床研究を対象とする。
　 ただし、第十二から第三十四までの規定は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）に
定める治験に該当する遺伝子治療等臨床研究及び遺伝子を導入した細胞を人の体内に投与する遺伝子治療等臨床研究について、適用しない。

○第七　生殖細胞等の遺伝子改変の禁止
   人の生殖細胞又は胚（一の細胞又は細胞群であって、そのまま人又は動物の胎内において発生の過程を経ることにより一の個体に成長する可能
性のある者のうち、胎盤の形成を開始する前のものをいう。以下同じ。）の遺伝子改変を目的とした遺伝子治療等臨床研究及び人の生殖細胞又は
胚の遺伝子改変をもたらすおそれのある遺伝子治療等臨床研究は、行ってはならない。

○研究実施の手続き（概要）
　 ゲノム編集技術は、日々発展している状況から定義が現時点では難しいことから、どのようなものが当該指針の対象になるかは、個別事例を持っ
て判断するとのこと。研究者の所属研究機関の倫理審査委員会で、研究計画の科学的妥当性及び倫理的妥当性ほかを審査したうえで、関係省に
よる当該指針に対する適合性の確認を受けるとされている。

◆法律第２条第２項
　 この法律について「再生医療等技術」とは、次に掲げる医療に用いられることが目的とされている医療技術であって、細胞加工物を用いるもの
（細胞加工物として再生医療等製品（医薬品医療機器等法第二十三条の二十五又は第二十三条の三十七の承認を受けた再生医療等製品をいう。
第四項において同じ。）のみを当該承認の内容に従い用いるものを除く。）のうち、その安全性の確保等に関する措置その他のこの法律で定める措
置を講ずることが必要なものとして政令で定めるものをいう。
　 一　人の身体の構造又は機能の再建、修復又は形成
　 二　人の疾病の治療又は予防

◆施行規則第２条　（抜粋）　（第一種再生医療等技術の対象）
　 法第２条第５項の厚生労働省令で定める再生医療等技術は、次のいずれかに該当する医療技術とする。
   一　人の胚性幹細胞、人工多能性幹細胞又は人工多能性幹細胞様細胞に培養その他の加工を施したものを用いる医療技術
   二　遺伝子を導入する操作を行った細胞又は当該細胞に培養その他の加工を施したものを用いる医療技術（前号に掲げるものを除く。）

◆施行令の第１条（再生医療等技術の範囲）　(抜粋）
   次に掲げる医療技術以外の医療技術
    三　人の精子又は未受精卵に培養その他の加工を施したものを用いる医療技術（人から採取された人の精子及び未受精卵から樹立
         された胚性幹細胞又 は当該胚性幹細胞に培養その他の加工を施したものを用いるものを除く。）

指針等 関係条文等

ヒト試料を
使う基礎
的研究対
象

ヒト試料を
使う基礎
的研究対
象

［遺伝子解
析しない研
究は適用
対象外。］

人の体内
に投与や
移植する
臨床研究
対象

（ in vivo
遺伝子治
療臨床研
究）

［基礎的研
究は対象
外］

 （注）　第七
は、ex　vivo
遺伝子治療
臨床研究に
も適用され

る。
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○ 各種倫理指針等について　（制定）

ヒト受精胚
に遺伝情報
改変技術等
を用いる研
究に関する
倫理指針

【文部科学大
臣・厚生労働
省大臣告示】

平成31年4月1
日公布、施行

○目的
　 この指針は、ヒト受精胚に遺伝情報改変技術等（ゲノム編集技術その他の核酸を操作する技術）を用いる基礎的研究について、ヒト受精胚の
尊重、遺伝情報への影響その他の倫理的な観点から、当該研究に携わる者が遵守すべき事項を定めることにより、その適正な実施を図ることを目
的とする。

○研究の要件
   研究は、当分の間、胚の発生及び発育並びに着床に関するもの、ヒト受精胚の保存技術の向上に関するものその他の生殖補助医療の向上に資
するものに限るものとする。

○胎内への移植等の禁止
　研究に用いたヒト受精胚は、人又は動物の胎内に移植してはならない。
　研究は、ヒト受精胚を人又は動物の胎内に移植することのできる設備を有する室内において行ってはならない。

○研究実施の手続き（概要）
   研究者の所属研究機関の倫理審査委員会で、研究計画の科学的妥当性及び倫理的妥当性ほかを審査したうえで、関係省による当該指針に対
する適合性の確認を受けるとされている。

ヒト試料を
使う基礎
的研究対
象

［余剰胚を
対象］

指針等 関係条文等 備考



ヒト胚の取扱
いに関する基
本的考え方

【H16総合科学
技術会議】

意見等 関係記載等

◆３．ヒト受精胚の取扱いの検討
　（１）  研究目的のヒト受精胚の作成・利用
　　　　・・・・・・・・・・
　　　　   個々の事例の要否の可否については個別に検討する必要があるが、研究の主な目的に対しての一般的な考察結果は次のとおりである。

　　　ア　生殖補助医療研究目的での作成・利用
　　　　　 生殖補助医療研究は、これまで体外受精の成功率の向上等、生殖補助医療技術の向上に貢献しており、今後とも、生殖補助医療技術の維持や生殖補助
        医療の安全確保に必要と考えられる。こうした研究成果に今後も期待することには、十分科学的に合理性があるとともに、社会的にも妥当性がある。このため、
        生殖補助医療研究のためのヒト受精胚の作成・利用は容認し得る。

　　　イ　先天性の難病に関する研究目的での作成・利用
           現時点では、この分野の研究においてヒト受精胚の作成・利用を伴う研究を行う具体的必要性が確認できなかったが、容認する余地はあり、先天性の難病
　　　　に関する研究が今後進展ことを期待し、将来、必要性が生じた時点で改めて検討することとする。

　　　ウ　ヒトＥＳ細胞の樹立のための作成・利用
　　　　　（記載省略）

　　　エ　その他の研究
　　　　　 その他の研究について、ヒト受精胚の作成・利用を認めざるを得ない事例は現時点では確認できなかったが、将来的に新たな研究目的が生じた際には、
　　　　基本原則にのっとり、その容認の可否を検討すべきである。

◆３．生殖補助医療研究を目的とする指針の策定における留意事項
   （１）研究対象とすることが認められる「ヒト受精胚」について
         以上のことから、「生殖補助医療研究」を目的としたヒト受精胚へのゲノム編集技術等を用いる基礎的研究において使用し得るヒト受精胚について、当面は、
      生殖補助医療の際に   生じる余剰胚(｢ヒトＥＳ細胞の樹立に関する指針｣(平成26年文部科学省･厚生労働省)第七条※ で規定するヒト受精胚）に限ることとし、
      このような研究に研究用新規作成胚を利用すること､すなわち研究材料として使用するために新たに受精によりヒト受精胚を作成し利用することは当面禁止とする。
        なお､ヒト受精胚へのゲノム編集技術等を用いる基礎的研究において､研究用新規作成胚を利用すること(｢ヒト配偶子｣及び｢ヒト生殖系列細胞｣に係る研究を含む。)
      については、生命倫理専門調査会においてその必要性等について改めて検討を行った後に、タスク・フォースにおいてその取扱い等に係る検討を行うこととする。
   （２）対象とする技術の範囲について
     　（記載省略）
   （３）研究計画の審査体制について
       ① 審査体制について
       ② 関連する学会等との連携について
   （４）ヒト受精胚の取扱いに当たっての遵守事項等

「ヒト胚の取
扱いに関する
基本的考え
方」見直し等
に係る報告
（第一次）～
生殖補助医
療研究を目
的とするゲノ
ム編集技術
等の利用に
ついて～

【H30総合科学
技術・イノベー
ション会議】

◆２．タスク・フォースにおける検討
　（２）タスク・フォースにおける検討内容
　　 ① 基礎的研究を目的とする場合について
　　　　・・・・・・・・・・
　　　  i ) 「生殖補助医療研究」を目的とする基礎的研究に対する適切な制度的枠組みを策定する必要があり、そのため速やかに「指針」の策定を行うことが望ましい
　　　　 との結論に至った。なお、当該「指針」の策定に当たっての留意事項等の検討結果を､次項｢３．生殖補助医療研究を目的とする指針の策定における留意事項｣
　　　　 に示す。
　　　　　文部科学省及び厚生労働省においては、「３．生殖補助医療研究を目的とする指針の策定における留意事項」に示す内容に沿って「指針」の策定作業を
　　　  速やかに行うよう期待する。

　　　 ⅱ）「難病等遺伝性疾患研究」及び「疾患（がん等）研究」を目的とする基礎的研究に係る検討については、生命倫理専門調査会を通じて、ヒト受精胚へのゲノム
　　　　 編集技術等を用いる基礎的研究が病因解明等に資すると考えられる疾患の選定及びその有効性に関する見解を学会等から得た上で、「指針」等の制度的枠
　　　　 組みについて、速やかにタスク・フォースにおいて検討を行うこととする。

　　　 ⅲ）なお、上記ⅰ）及びⅱ）以外の「核置換」等の事項については、今回の対象となった事項の検討が終了した後に、速やかに検討を行う。

　　　 ⅳ）以上のⅰ）～ⅲ）に関連する「指針」等の策定に当たっては、複数の細分化したものとするのではなく、可能な限り、先行して策定した「指針」等を順次拡充、
　　　　統合していく等により包括的な「指針」等として策定していくことを目指す。

　　 ② 研究として行われる臨床利用について
         「中間まとめ」では、ゲノム編集技術を用いたヒト受精胚のヒトの胎内への移植等の研究として行われる臨床利用に係る検討が行われ、その結果として、ゲノム
       編集技術を用いたヒト受精胚では、オフターゲット及びモザイクの発生に伴う危険性があること、ゲノム編集による標的とする遺伝子改変が他の遺伝子等へ
       どのような影響を及ぼすか確認できていないこと、世代を越えて遺伝子改変の影響を及ぼしそれに伴う危険性を払拭できる科学的な実証が十分でないこと等の
       倫理面、安全面での課題が示された。これらを踏まえて、現時点では、ゲノム編集技術を用いたヒト受精胚を、ヒト又は動物の胎内へ移植することは容認すること
       ができないとの結論となっている。
         これらに加えて、ゲノム編集技術等は、編集の痕跡が残らず遺伝子改変の確認が困難であること、ゲノム編集技術等を用いることによる個体発生（胎盤、臍帯
       等を含む。）への影響及び後の世代にまで及ぶ遺伝的な影響が不明であること、母体への影響も把握されていないこと等も危惧されていることから､｢中間まとめ｣
       と同様に、タスク・フォースにおいても、研究として行われる臨床利用として、ゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚をヒト又は動物の胎内へ移植することについて
　　　は、いかなる目的の研究であっても、現時点で容認することはできないとの結論に至った。
         なお、タスク・フォースは、医療提供として行われる臨床利用を直接の検討対象としてはいないが、ヒト受精胚の取扱いを伴うものについて、上述の検討に併せて
       議論を行ったところ、研究として行われる臨床利用と同様の課題があることから、医療提供として行われる臨床利用であったとしてもゲノム編集技術等を用いた
       ヒト受精胚をヒト又は動物の胎内に移植することは容認できないとの見解に至った。

◆４．規制の枠組みについて
○ 「指針」を策定することによって、研究目的でのヒト受精胚の取扱いについては一定の制度的な有効性が期待できるが、医療提供目的でのヒト受精胚の取扱いについて
は、「指針」の直接の対象とならないことから法律による規制が必要である。
○ ヒト受精胚の取扱いについては、個々人の倫理観や生命観を反映して、国民の意識も多様であり、今すぐ強制力を有する法制度として整備するのは容易ではない。ま
た、法制度を整備するには、一定の期間等が必要である。
○ 制度的枠組みについては、急速に進展する技術や次々と新規に開発される技術に遅滞なく対応するという観点から、まずは「指針」を先行して策定した上で、より厳格な
規制の枠組みである法制度については、新たに策定される「指針」の遵守状況、ヒト受精胚を取巻く社会状況等を勘案しつつ、検討を進める必要がある。

◆５．まとめ
　○　本報告では、まず将来の生殖補助医療に資する可能性が有る「生殖補助医療研究」を目的とした「余剰胚」へのゲノム編集技術等を用いる基礎的研究に係る「指針」
の策定を行うこと　　が望ましいとの結論に至った。
併せて当該「指針」の策定に当たって、審査体制については、２段階の手続とすること、関連する学会、医療関係団体、患者等の組織等と連携すること等の留意事項を「３.
生殖補助医療研究を目的とする指針の策定における留意事項」のとおり取りまとめた。
以上の結論に基づき、文部科学省及び厚生労働省において「指針」の策定作業等が速やかに行われることを期待する。
　○　また、研究として行われる臨床利用においては、「生殖補助医療研究」を目的とした場合であっても、現時点では、倫理面、安全面での課題があることから、ゲノム編
集技術等を用いたヒト受精胚を、ヒト又は動物の胎内へ移植することは容認できないとの結論に至った。なお、今回の検討では、医療提供として行われる臨床利用を直接の
検討対象としてはいないが、ヒト受精胚の取扱いを伴うものについて、研究として行われる臨床利用と同様の課題があることから、医療提供として行われる臨床利用であっ
たとしてもゲノム編集技術等を用いたヒト受精胚をヒト又は動物の胎内に移植することは容認できないとの見解に至った。
　○　「難病等遺伝性疾患研究」及び「疾患（がん等）研究」を目的とする基礎的研究に係る検討については、生命倫理専門調査会においてこれらの疾患に係る学会等の見
解が得られ次第、タスク・フォースにおいて速やかに行うとともに、これら以外の「核置換」等の検討についても、今後進めていくこととする。
　○　研究用新規作成胚（「ヒト配偶子」及び「ヒト生殖系列細胞」を含む。）の基礎的研究への利用等については、生命倫理専門調査会において検討を行った後に、タスク・
フォースにおいてその取扱い等に係る検討を行うこととする。
　○　上記に関連する「指針」等の策定に当たっては、複数の細分化したものとするのではなく、可能な限り、先行して策定した「指針」等を順次拡充、統合していく等により
包括的な「指針」等として策定していくことを目指す。
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